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⚫ 2026 年８月の日本株式は、上旬から中旬にかけて米ハイテク株高などが追い風になり上

昇基調を強めたが、下旬には中東情勢の不透明感や日米の金利上昇が意識され、上げ

幅を縮めた。 

 

⚫ 足元の決算発表で米ハイテク企業や日本企業の業績拡大が確認できたことも日本株式が

反発する要因となり、ＴＯＰＩＸは史上最高値を更新したが、今後も企業の収益環境が急変

しない限り、業績拡大に伴う株価上昇が期待できる。 

 

⚫ ただし、日米の金融政策の動向次第では金利が一段と上昇し割高感が意識される展開や、

ＡＩインフラに対する過剰投資懸念、中東情勢の再燃など懸念材料も多く、ボックス圏の推

移、もしくは上昇しても小幅にとどまる可能性が高いだろう。 
 

【図表】 日経平均株価とドル/円レートの推移 

 
（資料） LSEGより作成。 
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1――日経平均は反発 

 

2026年８月の日本株式を振り返ると、上旬は３日に日米協調介入に伴う円高進行が嫌気され、日経

平均株価が６万 4,000円を下回って始まった。しかし、米株高などを背景に反発し、５日には６万 6,300

円台まで上昇。 

 

その後は６日、７日と上昇が一服したものの、米国で７日夜に公表された雇用統計を受け早期利上

げ観測が後退し、米ハイテク株式が上昇したことも追い風となり、中旬に入ると再び上昇基調を強め

た。10日から 17日まで５日続伸し、17日には６万 9,200円台に乗せた。 

 

下旬に差し掛かると一転して、中東情勢の不透明感や日米の金利上昇が意識される展開になった。

18日、19日と調整し、19日には再び６万 5,300円台まで下落した。20日以降は持ち直したものの、

上値が重く、６万 6,000円前後の推移が続き、月末は６万 6,300円台で終えた。 

 

2――日本株式全体でも上昇 

 

このように８月は日経平均株価が一時６万 9,000円まで回復し、その水準は維持できなかったもの

の月間の上げ幅は 1,949円となり、７月から一転して反発した。ＴＯＰＩＸについても５カ月連続の上

昇となり、７月６日に記録した史上最高値をさらに更新した。 

 

東証 33業種別に見ると、33業種中 23業種が上昇した。特に「サービス業」「海運業」「非鉄金

属」「その他製品」の上昇幅は 10％以上を記録した。その一方で 10業種が下落したが、最も下落幅

が大きかった「保険業」でも３％程度と小幅であった。 

 

3――業績拡大に伴う株価上昇を期待 

 

８月に上昇に転じたのは、７月下旬、８月中の米ハイテク企業の決算が良好だったこともあり、Ａ

Ｉ・半導体関連銘柄の下落が一服したことがまず挙げられる。それに加えて、足元の日本企業の決算発

表で資源高の中でも業績が総じて堅調であることが確認できたことも、株価を押し上げた要因となっ

た。今後も企業の収益環境が急変しない限り、業績拡大に伴う株価上昇が期待できる。 

 

もっとも日本株式自体は過熱感こそないものの割安感に乏しく、依然として悪材料には注意する必

要がある。９月は米ＦＯＭＣが 15、16日に、日銀の金融政策決定会合が 17、18日に控えている。８月

下旬のように日米の金融政策の動向次第では、金利が一段と上昇し、株価に対する相対的な割高感が

意識される展開も想定される。さらに、ＡＩインフラに対する過剰投資懸念や中東情勢の緊迫化が再燃

することも考えられ、結果的に高値でのボックス圏の推移、もしくは上昇しても小幅でとどまる可能

性が高いだろう。 
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